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市立教育センター跡地活用事業基本協定書(案) 

市立教育センター跡地活用事業（以下、「本事業」という。）に関して、府中市（以

下、「甲」という。）は、優先交渉権者である●●グループを構成する【●●●●、■■

■■及び▲▲▲▲（以下、「乙」と総称し、個々の構成員を「構成員」、うち●●●●を

「代表企業」という。）との間で、以下のとおり基本協定（以下、「本協定」という。）

を締結する。［注：事業契約の当事者となる特別目的会社（SPC）を組成する場合には、

グレーハイライト箇所を採用し、グレーハイライトが付された「／」直前の用語と置換さ

れる。］ 

 

第１条（定義） 

 本協定において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。なお、本協定中、次の各号に掲げる用語以外の用語の定義は、募集要項等によ

る。 

（１）「事業契約」とは、本事業の実施に関し、甲と乙／事業者との間で締結される、

市立教育センター跡地活用事業 事業契約をいう。 

（１―２）「事業者」とは、提案書類に従い、乙［の全部又は一部］が第４条の２第１

項に基づき設立する予定の本事業［の全部又は一部］の遂行者をいう。 

（１－３）「事業者等」とは、前号の事業者及び構成員（代表企業を含む）を総称して

いう。 

（２）「提案書類」とは、乙が｢募集要項等｣に従い、甲に提出した｢本事業｣に関する提

案書及びこれに付随する書類（事業計画書を含む）の全てをいう。 

（３）「募集要項等」とは、本選定手続に関し、令和７年５月に公表した募集要項及び

募集要項に添付された「要求水準書」、「事業者選定基準」、「様式集」、その他

募集要項と合わせて公表又は配布された資料、並びにこれらに関して公表した質問

回答書及び競争的対話の結果（その後の変更を含む。）の総称をいう。 

（４）「本選定手続」とは、本事業に関して実施された公募型プロポーザル方式による

民間事業者の選定手続をいう。 

（５）「役員」とは、会社法施行規則第２条第３項第３号に規定する役員をいう。 

 

第２条（目的） 

 本協定は、本事業に関して乙が優先交渉権者として選定されたことを確認し、甲と乙

／事業者（及び株式会社○○）との間で締結する事業契約の締結及び本事業の円滑な実

施に必要な基本的事項を定めることを目的とする。 

 

第３条（甲及び乙の義務） 

１ 甲と乙は、甲と乙／事業者（及び株式会社○○）が締結する事業契約の締結に向け

て、それぞれ誠実に対応し、本事業実施の前提となる府中市議会の議決を得られるよう

に最大限の努力をする。 

 ２ 乙は、本選定手続において、甲が提示した一切の条件を遵守の上、甲に対し提案書

募集要項別添４ 
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類を作成し提出したものであることを確認する。また、乙は、本事業実施のための協議

にあたっては、本選定手続にかかる選定委員会及び甲の要望事項を尊重する。 

 

第４条（代表企業等の責務） 

１ 代表企業は、本事業が円滑に実施されるよう、甲と構成員／事業者等及び構成員／

事業者等間の調整業務等を行う。 また、代表企業は、甲の求めに応じて本事業の状況

について適宜報告を行う。 

２ 構成員は、事業者から受託し、又は請け負った業務に関して事業者が甲に対して負

担する一切の債務につき、事業者と連帯して責任を負う。 

 

第４条の２（事業者の設立等） 

 乙は、本協定締結後、事業契約の締結日までに、募集要項等、提案書類及び次の各号

の定めに従い、本事業の遂行のみを目的とする会社法（平成１７年法律第８６号）上の

株式会社として事業者を設立し、事業者の商業登記簿の謄本又は履歴事項全部証明書、

定款の原本証明付写し及び株主名簿の原本証明付写しを甲に対して提出するものとす

る。 

（１）事業者の資本金は、提案書類に示された金額以上とする。 

（２）事業者の発起人には、提案書類に示された出資者以外の第三者を含めてはならな

い。 

（３）事業者の定款の目的には、本事業に関連のある事業のみを記載する。 

（４）事業者は、会社法第１０７条第２項第１号に定める事項について定款に定めるこ

とにより、事業者の全部の株式を譲渡制限株式とする。ただし、会社法第１０７条

第２項第１号ロに定める事項、会社法第１３９条第１項但書に定める事項及び会社

法第１４０条第５項但書に定める事項については、事業者の定款に定めてはならな

い。 

（５）事業者は、会社法第１０８条第１項に定める「内容の異なる二以上の種類の株

式」を発行してはならない。 

（６）事業者は、会社法第１０９条第２項に定める「株主ごとに異なる取扱いを行う」

旨を定款に定めてはならない。 

（７）事業者は、募集株式の割当てに関する会社法第２０４条第１項に定める決定につ

いて、事業者の定款に会社法第２０４条第２項但書にある別段の定めを定めてはな

らない。 

（８）事業者は、募集新株予約権の割当てに関する会社法第２４３条第１項に定める決

定について、事業者の定款に会社法第２４３条第２項但書にある別段の定めを定め

てはならない。 

（９）事業者は、会社法第３２６条第２項に定める監査役の設置に関する定款の定めを

置かなければならない。 

（１０）事業者は、甲の事前の承諾がある場合を除き、構成員以外の者に対して、株

式、新株予約権及び新株予約権付社債を発行してはならないものとする。 

（１１）事業者は、事業契約の終了にいたるまで、事業年度ごとに、当該事業年度の財
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務書類（会社法第４３５条第２項の計算書類）を作成し、自己の責任と費用負担で

公認会計士又は監査法人の会社法監査を受けた上で、当該事業年度終了後３か月以

内に、監査報告書とともに甲に対し提出するものとする。 

 

第４条の３（事業者の株主） 

１ 第４条の２の事業者の設立に当たり、代表企業は必ず出資しなければならない。 

２ 事業者設立時において構成員が保有する株式の議決権は、事業者の全議決権の過半

数でなければならならず、構成員は事業者設立後もかかる条件を維持しなければならな

い。 

３ 構成員は、甲の事前の書面による承諾がある場合を除き、その保有する事業者の株

式に関して、譲渡、担保権の設定その他一切の処分を行わないものとする。 

４ 乙は、事業契約締結と同時に、事業者の株式を保有する構成員をして別紙１の様式

による出資者書を、その他の出資者をして別紙２の様式による誓約書を、それぞれ甲に

提出させるものとする。 

 

第４条の４（事業者に関するその他の義務） 

乙は、事業者を次の各号に定める事項に従わせなければならない。 

（１）事業者は、甲の事前の承諾なく、会社法第７４３条に定める組織変更を行わない

こと。 

（２）事業者は、甲の事前の承諾なく、他の会社の株式及び持分を取得せず、他の事業

者の事業の全部又は一部の譲受をしないこと。 

（３）事業者は、甲の事前の承諾なく、他の合名会社、合資会社又は合同会社の社員と

ならないこと。 

（４）事業者は、甲の事前の承諾なく設立時に定めた定款を変更しないこと（第４条の

２各号の内容に反することとなる定款の変更を含むがこれに限られない。）。 

（５）事業者は、甲の事前の承諾なく、資本金の額の減少を行わないこと。 

（６）事業者は、甲の事前の承諾なく、会社法第７４８条に定める合併、会社法第７５

７条に定める吸収分割、会社法第７６２条に定める新設分割、会社法第７６７条に

定める株式交換、会社法第７７２条に定める株式移転、又は会社法第７７４条の２

に定める株式交付を行わないこと。 

（７）事業者は、甲の事前の承諾なく、会社法第４６７条第１項各号に定める行為を行

わないこと。 

（８）事業者は、甲の事前の承諾なく、解散しないこと。 

 

第５条（事業契約の締結等） 

１ 甲と乙は、募集要項等及び提案書類に基づき、令和８年３月中旬を目処として、甲

と乙／事業者（及び株式会社○○）の間で事業契約にかかる契約が締結されるよう、

それぞれ誠実に対応し最大限の努力を尽くすものとする。 

２ 甲及び乙は、事業契約としての効力発生後も、本事業の遂行のために協力する。 
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第６条（本協定の履行不能等の場合の措置） 

１ 甲は、構成員／事業者等のいずれかが、次の各号に掲げる事由のいずれかに該当す

るときは、事業契約を締結しないことができ、また、何らの催告をすることなく、本

協定を解除することができる。 

（１）その責めに帰すべき事由により、本協定に定める事項の履行が不能となったと

き。 

（２）破産、会社更生若しくは民事再生の各手続開始決定の申立てその他債務整理手

続の申立てをしたとき、若しくは、解散を会社法その他の法令上権限のある機

関で決議したとき、又は、第三者によって、かかる申立てがなされたとき。 

（３）仮差押、仮処分、強制執行若しくは競売の申立てを受けたとき又は公租公課を

滞納し督促を受けて1か月以上滞納金の支払がなされないとき若しくは滞納処

分を受けたとき。 

（４）信用状態が著しく悪化し又はそのおそれがあると甲が認めるべき合理的理由が

あるとき。 

２ 甲は、構成員／事業者等のいずれかが、本協定又は本協定に基づく合意事項のいず

れかに違反し、甲の催告にもかかわらず、これを是正しない場合は事業契約の全部若

しくは一部を締結せず、又は、相当期間を設けて催告を行った上で、本協定全部若し

くは一部を解除することができる。 

３ 構成員は、第１項及び第２項に基づく事業契約の不締結、並びに本協定解除に関

し、損害、追加費用その他名目の如何を問わず、甲に何らの請求もすることができ

ず、事業者をして、その請求をさせない。 

 

第７条（独禁法違反等の場合及び参加資格を欠く場合の措置） 

１ 本選定手続に関して、乙又は構成員に次の各号のいずれかの事由が生じたときは、

甲は、事業契約を締結しないことができ、また、何らの催告をすることなく、本協定

を解除することができる。 

（１）私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号。

以下、「独禁法」という。）第３条、第６条、第８条又は第１９条の規定に違

反するとして、独禁法第７条又は第８条の２又は第２０条の規定による排除措

置命令（独禁法第２条第９項第３号に該当する行為及び不公正な取引方法（昭

和５７年公正取引員会告示第１５号）第６項に規定する不当廉売にかかるもの

を除く。）を受けた場合であって、独禁法第８章第２節に規定する手続を経て

当該排除措置命令が確定したとき。 

（２）独禁法第３条、第６条又、第８条又は第１９条の規定に違反するとして、独禁

法第７条の２第１項（独禁法第７条の２第２項の場合及び第８条の３において

読み替えて準用する場合を含む。）、第７条の９第１項若しくは第３項、第２

０条の２、第２０条の３、第２０条の５又は第２０条の６の規定により課徴金

の納付命令を受けた場合であって、独禁法第８章第２節に規定する手続を経て

当該納付命令が確定したとき。 

（３）前２号に掲げる場合のほか、独禁法第７条の２第１項（独禁法第８条の３にお
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いて読み替えて準用する場合を含む。）に規定により課徴金を納付すべき場合

であって、納付命令を受けなかったとき。 

（４）独禁法第８章第２節に規定する手続を経てなされた排除措置命令又は課徴金納

付命令に対して、独禁法第７７条の規定により抗告訴訟が提起され、当該訴訟

について請求の棄却又は訴えの却下の判決が確定したとき。 

（５）乙又は構成員（法人の場合にあっては、その役員又はその使用人）が、刑法

（明治４０年法律第４５号）第９６条の６若しくは第１９８条又は独占禁止法

第８９条第１項若しくは第９５条第１項第１号に規定する刑が確定したとき。 

（６） 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項第２号

に該当すると甲が認めたとき。 

２ 乙又は構成員が、事業契約締結までに、募集要項等において提示された参加資格の

一部又は全部を喪失した場合には、甲は、事業契約を締結しないことができる。ただ

し、かかる場合であっても、甲は、やむを得ないと認めた場合は、代表企業を除く構

成員の変更又は追加を認めた上で、事業契約を締結することができる。 

３ 乙又は構成員は、第１項及び前項に基づく事業契約の不締結、並びに本協定の解除

に関し、損害、追加費用その他名目の如何を問わず、甲に何らの請求もすることがで

きず、事業者をして、その請求をさせない。 

 

第８条（準備行為） 

１ 乙は、事業者の設立の前後を問わず、また、事業契約の締結前であっても、自己の

費用と責任において、本事業の実施に関して必要な準備行為をなすものとし、甲は必

要かつ可能な範囲内で、乙及び事業者に対し協力するものとする。 

２ 事業契約締結後速やかに、乙は事業者（及び株式会社○○）に対し、前項の準備の

結果を引き継ぐものとする。 

 

第９条（業務の委託等） 

 本事業は、次の各号に掲げる業務の区分に応じ、当該各号に掲げる構成員が実施す

る。 

（１） 解体・撤去業務：【所在地・会社名】 

（２） 設計業務・工事監理業務：【所在地・会社名】 

（３） 建設業務：【所在地・会社名】 

（４） 維持管理業務（共用部）：【所在地・会社名】 

（５） 民間機能に関する業務：【所在地・会社名】 

（民間機能の企画・統括を行う企業） 

 

第１０条（事業契約の不成立） 

１ 構成員／事業者等の責めに帰すべき事由により、事業契約の締結に至らなかった場

合（第６条第１項並びに第９条第１項及び第２項による場合を含む。）、既に甲及び

構成員／事業者等が本事業の準備に関して支出した費用はすべて構成員／事業者等の

負担とするとし、他方、甲は何らの責任も負わない。 
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２ 事由の如何を問わず、甲及び構成員／事業者等のいずれの責めに帰すべき事由なく

して事業契約の締結に至らなかった場合、既に甲及び構成員／事業者等が本事業の準

備に関して支出した費用は各自の負担とする他、甲と構成員／事業者等との間には、

相互に債権債務関係の生じないことを確認する。なお、本事業実施の前提となる府中

市議会の議決を得られないことのみによって、事業契約の締結に至らない場合は、甲

及び構成員／事業者等のいずれの責めにもよらないものとみなす。 

３ 事業契約の締結に至らなかった場合において、構成員／事業者等は、公表済みの書

類を除き、本事業に関して甲から交付を受けた書類及びその複写物をすべて返却しな

ければならない。また、構成員／事業者等は、本事業に関して甲から交付を受けた書

類を基に作成した資料、文書、図面、電子的記録及びその複写物をすべて破棄しなけ

ればならない。この場合において、構成員／事業者等は、返却した資料等の一覧表及

び廃棄した資料等の一覧表を甲に提出するものとする。 

 

第１１条（秘密保持） 

 甲及び乙は、本協定及び本事業に関する相手方の秘密につき、相互に、相手方の同意

を得ずして第三者に開示しないこと、並びに本協定及び本事業の履行の目的以外には使

用しないことを確認する。ただし、相手方の秘密につき、次の各号に掲げる事由に該当

する場合、本事業のために法令上の守秘義務を負う専門家に開示する場合、契約により

守秘義務を課したコンサルタント及び出資者に開示する場合、裁判所その他公的機関に

より開示が命ぜられた場合、乙が本事業に関する資金調達のために必要があるときに法

令上の守秘義務を負う金融機関又は契約により守秘義務を課した第三者に開示する場

合、並びに甲又は乙が府中市情報公開条例に基づき開示する場合はこの限りではない。 

（１）公知である場合  

（２）本協定締結後、開示権限を有する第三者から適法に開示を受けた場合  

（３）被開示者が独自に開発した情報として書面等の記録で証することができる場合  

 

第１２条（請求、通知等の様式等） 

１ 本協定及び事業契約に基づき締結される一切の合意に基づく請求、通知、報告、説

明、回答、申出、承認、承諾、同意、確認、勧告、催告、要請、契約終了通知及び解

除その他一切の相手方に対する意思の連絡（以下、これらを「通知等」という。）

は、他の方法によることにつき、甲と乙又は構成員が書面で合意した場合を除き、書

面により行わなければならない。なお、甲及び乙又は構成員は、通知等の宛先を各々

相手方に対して別途通知する。 

２ 前項に基づく通知等につき、甲は、事業契約が締結されるまでの間は、代表企業に

対して通知等を行えば足り、これをもって該当する構成員に対して通知等がなされた

ものとみなす。この場合、代表企業は、自己の責任により、当該構成員に通知等がな

されたこと及びその内容につき知らしめ、当該構成員に通知等に対する対応を行わせ

る。なお、本項の規定は、甲が直接該当する構成員に通知等を行うことを妨げるもの

ではない。 

３ 第１項に定める通知等につき、甲に対し構成員が行う場合には、事業契約が締結さ
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れるまでの間は、必ず代表企業を通じて行うものとする。ただし、構成員が第１項に

定める通知等を代表企業を通じずに甲に対し行った場合で、甲がこれを第１項の通知

等として書面により承認した場合には、本項本文を適用しない。 

４ 乙は、次の各号の一に該当するときは、速やかに甲が定める様式により甲に届け出

なければならない。  

（１）構成員の名称、代表者又は主たる事務所の所在地を変更したとき。 

（２）構成員の地位について合併又は分割による包括承継その他の変動が生じたと

き。 

（３）構成員が第６条第１項第２号若しくは第３号又は第７条第１項第１号乃至第５

号の事由に該当したとき。 

 

第１３条（本協定の変更） 

 本協定は、当事者全員の書面での合意による場合にのみ、変更することができる。 

 

第１４条（協定の有効期間） 

 本協定の有効期間は、本協定締結の日から本事業にかかる業務のすべてが完了する日

までの期間をいう。ただし、本事業にかかる業務のすべてが完了する日以前に事業契約

が終了した場合は、事業契約が終了した日までの期間とし、また、事業契約の締結に至

らなかった場合は、事業契約の締結に至る可能性がないと甲が判断して代表企業に通知

した日までの期間とする。本協定の有効期間の終了にかかわらず、第４条、第６条、第

７条、第１０条乃至第１６条の規定の効力は存続する。 

 

第１５条（準拠法及び裁判管轄） 

１ 本協定は、日本国の法令等に準拠し、これに従って解釈されるものとする。 

２ 本協定に関連して発生したすべての紛争については、東京地方裁判所を第一審の専

属的合意管轄裁判所とする。 

 

第１６条（協議） 

 本協定に定めのない事項又は疑義を生じた事項については、必要に応じて甲と乙／事

業者等との間で協議して定める。  
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本協定締結の証として、本協定書を２通作成し、甲及び乙がそれぞれ記名捺印の上、甲

及び代表企業が各自１通を保有し、代表企業を除く構成員は、代表企業の保有する原本の

写しを各自保有するものとする。 

 

 

令和●年●月●日 

 

 

 

甲： 

 

 

 

 

乙：●●グループ 構成員を代表して 

 

（代表企業） 

住 所      

会社名     

代表者     
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協定書別紙１ 

令和○年○月○日 

府中市長 様 

 

出資者保証書 

 

 貴市及び○〇〇(以下、「事業者」といいます。）間において本日付で締結された市立教育

センター跡地活用事業 事業契約書（以下、「事業契約」といいます。）に関し、〇〇〇、〇

〇〇（以下、「当社ら」といいます。）は貴市に対し、下記の事項を誓約し、かつ、表明及び

保証いたします。なお、本保証書において用いられる用語は、本保証書において特に定義さ

れた場合を除き、事業契約において定義されたものと同じ意味を有するものとします。 

 

記 

１ 事業者が、令和○年○月○日に会社法上の株式会社として適法に設立され、本日現在、

有効に存在すること。 

 

２ 本日時点における事業者の発行済株式総数は・・・株であり、株主及びその持ち株数は

以下のとおりであること。 

  ○：・・・・株 

  △：・・・・株 

 

３ 本日現在、当社らが保有する事業者株式の議決権が事業者の全議決権の過半数である

こと、及び、事業契約が終了するまで、当社らが保有する事業者株式の議決権が事業者の

全議決権の過半数である状態を維持すること。 

 

４ 当社らは事業契約が終了するまで事業者の株式を保有するものとし、貴市の事前の書

面による承諾のない限り、譲渡、担保権の設定その他一切の処分を行わないこと。 

 

 

 

（代表企業兼構成員） 

住 所      

会社名     

代表者     

 

（構成員） 

住 所      

会社名     

代表者     
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（構成員） 

住 所      

会社名     

代表者     
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協定書別紙２ 

令和○年○月○日 

府中市長 様 

 

出資者誓約書 

 

 貴市及び○〇〇(以下、「事業者」といいます。）間において本日付で締結された市立教育

センター跡地活用事業 事業契約書（以下、「事業契約」といいます。）に関し、○〇〇（以

下、「当社」といいます。）は貴市に対し、下記の事項を誓約し、かつ、表明及び保証いたし

ます。なお、本保証書において用いられる用語は、本保証書において特に定義された場合を

除き、事業契約において定義されたものと同じ意味を有するものとします。 

 

住 所      

会社名     

代表者     

 

記 

１ 本日現在、当社が保有する事業者の株式数が、○株であること。 

 

２ 貴市の事前の書面による承諾のない限り、当社が保有する株式の譲渡、担保権の設定そ

の他一切の処分を行わないこと。 

以上 

 

 

 

 

 

 


